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研究成果の概要（和文）：本プロジェクトの目的は、日本人の納税意識と税制改正・租税政策に対する選好をア
ンケート調査によって明らかにすることである。アンケート調査からは、以下のことが明らかとなった。まず、
日本の納税者は「高い納税意識と大きな租税抵抗」を持つとの結果が得られた。後者の租税抵抗の要因として
は、政治への不信がその根底にあることが示唆された。次に、2019年に実施したアンケートでは、おおよそ半数
の回答者が消費税納税に反対するとの結果が得られた。一方、2020年に実施したアンケートでは財政に関する情
報を与えた場合は半数以上の回答者が消費税率を10%にすべきとの結果であることが示された。

研究成果の概要（英文）：The objective of our project is to conduct questionnaire on tax morale and 
tax policy in Japan. Our results first show whereas taxpayers in Japan have high tax morale, their 
resistance to consumption tax hikes is strong, likely because of political distrust. With respect to
 the question on tax morale and tax compliance, the fraction of the answer to "cheating on tax is 
never justifiable" is smaller than the same WVS result for the two surveys. Second, from the first 
survey, almost half the respondents were against the tax hike. Further, more than 60% of them assume
 their“ideal” consumption tax rate ranges between 0 to 9 %. Third, the second survey revealed that
 more than half of the respondents think their ideal consumption tax rate should be over 10%, given 
the information on the size of government debt to GDP ratio. 
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本人の納税意識についてアンケート調査とそれに基づく統計的分析を試みた研究はなされておらず、その意味
で本研究は十分に新規性があるものといえよう。日本人の税の支払いに対する心理的抵抗、いわゆる租税抵抗が
強いであろうことは、消費税増税に対する各種世論調査から裏付けられる通りであるが、このことを学術的に明
らかにした最初の研究である点でも、意義はあるといえる。
「望ましい消費税率」に関する結果からは、一旦税財政に関する情報を与えたならば、人々の税に関する意識が
変わることが示唆された。このことは、租税教育等を通じた税や財政に関する知識の提供が意味をもつことを示
唆するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 研究申請時である 2017 年と本プロジェクトの 1 年目である 2018 年には、当時 8%であった消

費税の 10％への引き上げが国民の大きな関心事の一つであった。高齢社会において、増加する

社会保障支出の財源として消費税が望ましいとされる一方、各種の世論調査では消費増税への

反対意見が過半数を上回るなど、国民の間では消費税増税を忌避する声が多数であった。 

 一方、World Value Survey（以下、WVS）によると、日本人の納税意識は高いとされている。

納税意識が高いならば、人々は税を納めることに抵抗感は強くないと予想される一方、上述の消

費税増税の例にみられるように、日本人は税に対する心理的な抵抗感（租税抵抗）が根強いこと

が窺える。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、上記の「高い納税意識と強い租税抵抗」という日本人の税に関する意識を明

らかにするため、本研究プロジェクトでは、納税意識に関するアンケート調査を複数年にわたっ

て独自に実施することにより、日本国民の税に対する意識・認識が税収やマクロ経済に与える影

響を実証分析することである。 

 

３．研究の方法 

（1）上記の WVS や、日本の税制を対象に納税意識と納税協力費など関連事項について制度面か

ら整理した研究をもとに、アンケート項目を作成し実施する。アンケート対象については、

会社員・公務員だけではなく、実際に税を自ら申告していることから納税意識が相対的に強

いと喧伝される自営業者も対象とする。 

（2）消費税増税前後の消費・貯蓄の変化をさぐるため、家計の消費・貯蓄選択行動に関するア

ンケート項目を作成し、来るべき増税が家計にどのような影響を与えるかを分析する。 

（3）消費税増税に対する人々の意識や、「望ましい」と考える消費税率についても質問した。 

 

４．研究成果 

（1） 2019 年には第 1 回目のアンケートを実施した。まず、「『機会があれば税金を過少に申

告する』 という意見についてあなたはどのように考えますか」という、WVS の cheating

に関する質問を和訳して項目とした。結果、「決して正当化されない」との回答をした個人

の比率は約半数に上ることが示された。この比率は、WVS よりも低いものであり、日本人の

納税意識は強いものの、巷間されるほどには高くないことが明らかとなった。消費税増税

に対する賛否に関するについては、ほぼ 50％の人が「反対」「どちらかといえば反対」と回

答していた。このことは、各種世論調査の結果と整合的である。また、各個人が望ましいと

思っている消費税率についての分布をみると、半数近くの人が 0%から 5%の範囲に分布して

いた。一方、15%という回答が 8.38%、20％とした回答も 5.03%と、一部のヨーロッパの国と

同じくらいの水準を許容する人も少なからずいるなど、回答者間でばらつきがみられた。

第 1回目のアンケートからは、「高い tax morale と強い租税抵抗」という、ある種のパラ

ドックスともいえる状況が裏付けられた。 

 

 



（2） 2020 年度から延長した 2022 年度にかけては、複数回のアンケート調査を行った。納税

意識についてもすべての年度について質問を行い、パネルデータを構築した。その結果、

2019 年度と同様、一貫して日本人の納税意識は高いとの結果が得られた。記述統計レベル

ではあるが、その要因としては政治への信頼が低いことが根拠ではないかとの含意を得た。

「望ましい」消費税率については、2020 年度のアンケートでは、回答者を財政に関する情

報を先に与えたグループと後に与えたグループにわけて分析を試みた。結果、財政に関す

る情報を与えた場合には「望ましい」消費税率が大きくなるなど、財政に関する知識が人々

にいきわたることが財政再建の理解を得るためには必要との含意を得た。 

 

（3） 政府による新型コロナウイルス対策を踏まえ、実際になされた政策や、一時的に検討

された消費税減税の可否についてもアンケートを行うなど、テーマの範囲で最新の情報を

取り入れた分析も試みた。財政再建の可否、さらにはいわゆるユニバーサル・ベーシックイ

ンカムの導入についても、（2）と同様に回答者を二つのグループに分けて結果を観察した。 

 

（4） 成果については、2021 年度の日本財政学会で企画セッションを組み、研究成果の報告

と研究をブラッシュアップする機会として活用した。具体的には、計量分析について工夫

が必要であることや、政策的含意について深めるようにとの示唆を得た。2022 年には、

Springer 社から一連のアンケートの結果を公刊するに至った。なお、同社から著書を刊行

する際には査読が必要であるため、今回の公刊はレフェリーの審査を経たものであること

を付言したい。 

 

（5） 2022 年度には、これまでの研究成果の集大成として、神戸大学においてハイブリッド

で「日本の税・財政に関するカンファレンス」を開催した。カンファレンスでは、後述する

ように分析手法を洗練させることのほか、歴史的な背景にまで踏み込むべきとの意見が出

された。 
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